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 大型船が通航する航路では、潮流等の影響で周辺からの土砂が航路内に流入し堆積すること

から、船舶が安全に通行するための水深が確保できない現象が発生する。このため、土砂の流

入を抑制するための対策が必要となり、その対策の一つとして、潜堤を設置する対策も有効と

考えられている。中津港では将来的に浚渫土砂を活用した潜堤の設置を目的として、試験堤を

設置しており、継続的に環境モニタリング調査を行い試験堤の有効性と環境に配慮した材料の

選定を確認していることから、今後において有効性のある材料を用いた漁場形成の可能性につ

いて研究したことについて発表する。 
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1. はじめに 

大分県の北西部、福岡県との県境に位置し、大分県北

の中核都市である中津市を背後に擁する中津港は、古く

から瀬戸内海沿岸地域との海上交通の要衝として発展し

てきました。１９９９年に重要港湾に指定された後、重

点的に整備が進められ、２００４年には多目的国際ター

ミナルの供用が開始されました。これに自動車関連産業

等の新規立地と相まって、現在では地域経済や産業を支

える重要な役割を果たしている。また、２０１５年には

「中津港臨港道路（中津港線）」の開通により、中津港

は、中津インターチェンジを経由し、東九州自動車道と

直接接続され、本道路から九州北部及び南部を結ぶネ 

ットワークが開通したことにより、背後圏が拡大し、

中津港の振興と地域経済の活性化に寄与している状況に

ある。本発表は、中津港の航路整備で発生する浚渫 

土砂を活用した漁場形成の有効性について研究したこと

を報告するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            写真-1  中津港全景 

2.  航路内に流入する土砂の課題 

(1) 土砂の処分場所の課題 

中津港の航路整備で発生する土砂については、港内に

計画された海面処分用地に投入され、港湾関連用地とし

て土地の造成が行われている。よって、土地造成には扱

いやすい土質が望まれるが、シルト質の土砂の場合、陸

上への揚土から、ダンプトラックで土砂を処分場まで運

搬する際にも濁水処理の対策が必要となり、第三者への

影響が懸念される作業が発生する。また、土砂処分場の

容量も限られていることから、長期的に航路から発生し

てくる浚渫土砂を処理することができなく、新たな用地

を計画する必要も生じてくる。なお、最終的に造成した

用地の用途により、シルト質の土砂を大量に投入した場

合は、地盤改良等の対策が必要になってくる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

写真-2  航路整備の位置図 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-3  航路浚渫の作業手順 

 
(2) 航路内に流入する土砂の課題 

中津港を挟んで両側には、国内屈指の干潟として注目

される中津干潟が存在しており、希少生物であるカブト

ガニを始めアオギスなどが生息する貴重な環境資源とし

て保護されている。中津干潟の成り立ちや環境保全に最

も影響しているのは、山国川をはじめとする河川からの

土砂の供給と考えられているが、河川から干潟に供給さ

れる土砂は、干潟に砂質や砂泥質の土砂が堆積する一方

で、土粒子の細かいシルト質の土砂は、潮流等により運

ばれ、航路周辺に堆積している。こうして堆積した土砂

の多くは高波浪時に巻き上げられ航路内に流入すると推

測され、今後の対策が課題となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                    図-1  中津港周辺の海底地形 

   図-2  航路内に流入する土砂の解析メカニズム 

 

(3) 有効利用ができない土質性状の課題 

  浚渫する土砂が砂質土や礫混じり系の土砂であれば、

漁場改良の覆砂材などへの活用が可能となるが、シルト

質の土砂では、覆砂材の性状として求められる水産用水

基準（社団法人日本水産資源保護協会発行）に定める海

域の底質に求められる基準値を満足することが難しく、

シルト質の土砂特有の細粒分が海上から投入する際に拡

散し、所定の位置への投入が困難であり、大がかりな対

策なくしては、有効利用ができないことが課題となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

       写真-4  航路浚渫で発生した土砂  
 

2. ３つの土砂の活用策 

 

(1) 潜堤として活用する対策 

港湾工事における航路や泊地の浚渫に伴って、大量

の浚渫土砂が発生し、積極的な有効利用が求められて

いる。具体的な利用方法としては、浅場・干潟造成材、

深掘跡の埋立材等の海域利用としての用途に対して、

浚渫土単独での利用は投入時の濁りの発生による現場

周辺漁業への影響が懸念されるため、トレミー管等を

用いて投入を行う必要があり、コスト高になる。 
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一方、浚渫土と改良材を混合し、投入時の濁りを抑制

する改質土の利用も近年増えてきている。その代表的な

ものであるカルシア改質土は、転炉系製鋼スラグを原料

として成分管理と粒度調整を行った材料を浚渫土に混合

することで、浚渫土の物理的・科学的性質を改善した材

料であり、中津港でも浅場造成の実証試験を行い、魚礁

効果も確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       図-3  航路西側の試験堤 

           図-4  試験堤のイメージ図 

 
表-1  試験堤で確認された環境生物 

 
(2) 海底の窪地を埋める対策 

 高度経済成長期に海底土砂の大規模な採取によって生

じた大きな窪地が西日本に広く分布しており、大分港の

大在沖にも存在している。窪地内は海水交換が行われに

くいため、貧酸素水塊が発生し、水質・底質及び生物の

生息環境への影響が懸念されることから、浚渫土砂を利

用した窪地の修復が環境回復（漁場形成）に有効である

と期待されている。なお、環境省が定めている瀬戸内海

環境保全基本計画においても底質改善対策・窪地対策が

必要な海域においては、浚渫や覆砂、敷砂、海底耕耘、

深掘り跡の埋め戻し等の対策に努めることが記述されて

いる。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図-5  海底の窪地を埋めるイメージ図 
 

(3) 陸上の窪地を埋める対策 

  港湾等を整備する際に欠かせない構造物の基礎に利用

される石材を採取した場所の跡地利用として、民間企業

が土砂の受け入れを行っている処分場がある。海底の窪

地を埋める対策と同様に陸上においても環境保全の対策

として、有効であると考える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5  砕石場の跡地利用 



3. 将来的な可能性 

 
(1) 航路内に流入する土砂の対策 

中津港の航路内に流入してくる土砂のメカニズムがは

っきりと解明されていないが、東西からの流入が最も有

力視されていることから、航路の外側に土砂の流入を防

止する壁を設置することが望ましく、その対策の一つと

して潜堤を設置することが有効と考えられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      図-6  航路周辺の海底地形 

 

(2) 潜堤による土砂流入対策 

中津港の自然環境特性や周辺の利用特性等を踏まえ、

潜堤により浅場造成を行う場合の照査で考慮すべき自然

条件として、潮位・波浪・流れ・土砂移動・海底地形・

地盤（土質）および地震動による堤体の安定性などの影

響を考慮する必要があり、その他の要因として中津干潟

の環境に影響する干潟の浸食、潜堤施工時と施工後にお

ける航行船舶や漁業活動への影響に配慮した対策が必要

となる。現在までの検討では、土砂の流入が最も多いと

想定されている箇所に、天端の低い潜堤の設置が望まし

いことが分かっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   図-7  最適な潜堤の位置検討図 

(3) 漁場を形成する対策 

中津港の課題である航路内へ流入する土砂の対策、浚

渫土の有効活用について研究してきた。先ず流入する土

砂の対策については、全国的にも事例のある潜堤による

対策が現実的であり、その効果が期待できる。次に浚渫

土の有効利用については、窪地を埋める対策も効果的で

はあるが、浚渫土を利用した潜堤及び改質土により浅場

を設置することで、航路内へ流入する土砂の抑制に加え

て漁場形成の両立が図られ、漁場環境の向上も期待でき

ることから、潜堤を利用した浅場造成が優れた効果が期

待できると判断している。 

なお、潜堤による漁場形成の規模については、対策に

要する施工費用等を含めた検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図-8  浚渫土砂を活用する潜堤イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図-9  水産協調型の潜堤イメージ図 

 

4. おわりに 
 

中津港の航路整備事業は、航路への土砂の流入がなく

なることが現状では想定できないことから、今後の方針

決定に当たっては、充分な検討が求められることになる。

特に貴重で後世に引き継がなければならない中津干潟の

環境対策など、より最新の情報を入手し、リサイクルな

ど循環型社会の実現に向けた技術的な施工方法を取り入

れ、その時代に即した対策を行うことが求められてくる

と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図-10  漁場形成のイメージ図 

最適な潜堤の設置箇所 


